
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８回 

ＯＤＲ推進検討会 

議事録 
 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 日 時  令和３年４月３０日（金）  自 午後 ３時０１分 

                      至 午後 ４時５７分 

 

第２ 場 所  法務省赤れんが棟３階「第五教室」 

 

第３ 議 題  １．開会 

        ２．第１フェーズの推進のための規律の見直し等について 

        ３．閉会 

 

第４ 議 事 （次のとおり） 



-1- 

議        事 

 

○渡邊参事官 それでは，定刻となりましたので，第８回ＯＤＲ推進検討会を開会させていた

だきます。 

  ゴールデンウイークのはざまにもかかわらず御参加いただき，ありがとうございました。

また，緊急事態宣言を受けまして，急遽ウェブ会議による参加へ御変更いただいた方々につ

きましても御協力を感謝いたします。この会議での発言方法につきましては，これまでと同

様に挙手機能等を活用していただければと思います。 

  それでは，垣内座長，よろしくお願いいたします。 

○垣内座長 それでは，本日の議事に入らせていただきます。 

  私の声は聞こえていますでしょうか。大丈夫でしょうか。 

  今，渡邊参事官からもありましたけれども，連休のはざまに御参加いただきまして，誠に

ありがとうございます。 

  それでは，まず事務局から資料の説明をお願いいたします。 

○渡邊参事官 本日の資料は，資料１の「第８回ＯＤＲ推進検討会資料」と題するもののみと

なります。 

  この資料１の１ページを御覧ください。本日はＯＤＲ活性化検討会におきましてマトリッ

クス形式で示されましたＯＤＲの進行フェーズのイメージのうち，ＡＤＲの第１フェーズを

中心に御議論を頂きたいと考えております。このＡＤＲの第１フェーズでは，比較的導入が

容易なＩＴの活用として，電子メールでの申立て・資料提出，それから，テレビ・ウェブ会

議の活用といったことが挙げられております。そこで，この検討会でもそのような場面を想

定いたしまして，電子メールによる申立て・資料提出，それからウェブ会議等の活用，さら

には事務所における掲示義務，こういった三つの論点をテーマとして取り上げ，これらのテ

ーマについて御議論いただくとともに，第１フェーズに関するその他の論点として他に検討

すべき論点があれば御提示いただきたいと考えているところでございます。 

  なお，この資料の中には認証ＡＤＲ機関の規程例を幾つか記載しておりますが，これは飽

くまで一例として作成したということでございまして，それ以外の規程例が排除されるとい

う性質のものではございません。また，記載のように規程を整備すれば足りるというもので

もございませんで，各ＡＤＲ機関において構想される具体的な手続を踏まえまして，規定ぶ

りを更に検討していただく必要があろうかと考えておりますので，この点も御留意いただけ

ればと思います。 

  続きまして，２ページを御覧ください。電子メールによる申立て・資料提出につきまして

は，第１の１から３までにそれぞれ記載していますとおり，民間紛争解決手続の実施につい

て，当事者に対する通知，申立て，主張や資料等の提出に電子メールを活用することは，現

行法上も許されているものと解されます。各ＡＤＲ機関において，こうした場面で電子メー

ルを活用する場合に，その手続的な規律としてどのような規程を設けることが考えられるの

か，その一例としてお示しした規程例を題材として御意見を賜りたいと考えております。 

  続きまして，資料の６ページを御覧ください。ウェブ会議等の活用でございますけれども，

この第２の１に記載しておりますとおり，民間紛争解決手続の標準的な手続の進行として，

手続や期日における手続の進め方などについて定めを置く必要がありますけれども，ウェブ
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会議等により手続を実施することは現行法上も許されているものと解されております。もっ

とも，多くの認証ＡＤＲ機関におきましては，いわゆる対面型の手続を採用した上で，手続

的規律を設けて規程類を整備されているものと認識しております。今後こうした手続に加え

まして，新たにウェブ会議等を活用した手続を導入する場合には，その手続的規律を設ける

必要があるだけでなく，これまでの規律との関係も整理した上で，改めて規程類を整備する

必要が生ずることになろうかと思われます。取り分け対面型の手続では，所定の場所への当

事者の出頭を前提として，例えば出席ですとか同席，別席，あるいは調停場所に関する概念

整理をされてきたところではないかと思われますので，こうした概念を再度整理することが

必要と思われます。そして，再整理された概念を基に規程類を整備する必要がありますけれ

ども，どのように整備すべきか御苦労も多いとお聞きしているところでございますので，一

例としてお示しした規程例を題材として皆様の御意見を賜りたいと考えております。 

  また，第２の２に記載していますとおり，認証紛争解決手続をウェブ会議等により実施し

た場合には，その旨を手続実施記録に記載する必要がありまして，そのための規律を設けて

規程類を整備することになろうかと思いますので，併せて一例としてお示しした規程例を題

材として御意見を賜りたいと存じます。 

  説明は以上になります。 

○垣内座長 どうもありがとうございました。 

  そうしましたら，資料１の今御説明いただいた９ページまでの部分につきまして，御意見

あるいは御質問のある方は御発言を頂ければと思います。発言を御希望の方は挙手を。 

  佐成委員，お願いいたします。 

○佐成委員 佐成でございます。一つだけ確認です。この規程類なんですが，特に出典という

か，どこの規程とか，どの認証ＡＤＲ機関の規程というふうには書いていないんですけれど

も，どのような基準で選択されたかということを一応，念のため御説明いただけますでしょ

うか。 

○垣内座長 では，事務局からお願いいたします。 

○豊澤部付 司法法制部の豊澤の方から説明させていただきます。皆様，音の方は聞こえてお

りますでしょうか。 

  これについて，特定のＡＤＲ機関の規程例をそのまま記載したというわけではなく，これ

まで変更認証に当たっての複数のＡＤＲ機関から規程例の案文を頂いて，我々の方とやり取

りさせていただくということをしていたんですけれども，そのやり取りのいろいろな部分を

重ねて集めたような形で一つ，一例として挙げさせていただいているものでございます。で

すので，特定の機関の規程をそのまま記載したというわけではないのですが，我々が規程例

を見ていた中の最大公約数というようなものになっております。 

○垣内座長 佐成委員，いかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

○佐成委員 結構です。ありがとうございます。 

○垣内座長 特定の機関の規程そのままということではなくて，典型的なものとして事務局で

集約されたものということかと思います。 

  では，ほかに御発言の御希望はおありでしょうか。 

  電子メールで通知を行うということ，それから，ウェブ会議等で手続を実施するというこ

とに関してですけれども，基本的には現行法上も許されるという整理を前提として。 
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  上田委員，御発言を御希望でしょうか。お願いします。 

○上田委員 ありがとうございます。第１の電子メールの部分について，ＯＤＲにおいて担保

すべきセキュリティーに関する総論的な意見と，それから，電子メールについての各論的な

意見を申し上げたいと思います。 

  現在，民事訴訟法の改正作業におきましても，裁判所と当事者間の電子的な通信手段につ

いて議論があります。訴訟手続において用いられるＩＴシステムは，訴訟法の方は当面，裁

判所が実装運用する予定と理解しておりまして，そのセキュリティーレベルも裁判所が適切

に判断する必要があろうかと思います。もしそこに規範的要請があれば，法律や最高裁規則

などで定めを置く可能性も考えられます。 

  これに対して，ＡＤＲ又はＯＤＲでは，用いられるシステムのセキュリティーレベルを各

ＡＤＲ機関が適切に定めて，そのシステムの導入や運用をしなければならないと思います。

しかし，ＡＤＲ機関ごとにシステムのセキュリティーレベルがばらばらであるということは

余り望ましくありませんし，特に認証ＡＤＲであれば，そこにはガイドライン等で一定の最

低基準のようなものを定めてもよいのではないかと考えております。ただ，その具体的な中

身につきましては，私も余り理解しておらず，必要に応じて，例えばサイバーセキュリティ

ーの専門家に御意見を頂くなどの機会があればと考えております。 

  以上が総論的な意見でして，続いて各論として，では電子メールという手段はどうかと考

えますと，私の理解では，電子メールの最も原初的なプロトコルでは，通信の暗号化等の面

でセキュリティーレベルは必ずしも高くないと理解しております。元の議論がＡＤＲ法６条

６号の「相当な方法」の具体化なので，そこには多様な在り方があり得て，電子メールだけ

を想定しているわけではないと思いますけれども，ＩＴの技術も日進月歩ですので，現時点

においてガイドラインの主たる例示として電子メールを挙げることには，個人的には若干の

違和感があります。もっとも，では何を書けばという代替策について定見があるわけではな

いので，この機に御検討いただければという程度の趣旨です。 

  それと関連しまして，３ページの「到達確認措置付き電子メール」につき，こちらはＡＤ

Ｒの利用者が利用しているメーラーに応じて対応できる場合とできない場合があると理解し

ておりまして，現在のガイドラインの電話確認や受信確認メールの例示もそのための苦肉の

策ではないかと推測しておりますので，この点は御記載について，必要であれば御工夫を頂

ければと考えております。 

  以上です。どうも失礼しました。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。セキュリティーのレベルについて，最低限の基準

というものを示していく必要があるのではないかということ，また，その際にはセキュリテ

ィー，あるいはそうした方面の専門家の知見を活用する必要があるのではないかというお話，

また，電子メールについて御指摘のセキュリティーの面で課題があるのではないかというこ

とから，他の連絡方法等も含めて更に幅広く検討していく必要があるのではないか，それか

ら，最後は３ページは，確認措置に関して，到達確認措置付き電子メールというのが，これ

は事務局に確認ですけれども，ここで書かれている到達確認措置付き電子メールというのは

何を指しているということになりますでしょうか。 

○豊澤部付 すみません，こちら，到達確認措置付き電子メールは，法第６条第６号のガイド

ラインに，「若しくは通知の相手方に到達した旨及びその日時を確認することのできる内容
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の電子メールを通知の相手方から受信する方法」との記載がガイドラインにございまして，

このような電子メールの方法を認識して作成しました。 

○垣内座長 ２ページの方の関係規律の二つ目の・の中ほどのところで，要は，到達の事実，

日時を電話等により確認し，その旨を適切に記録化する方法若しくは通知の相手方に到達し

た旨及びその日時を確認することのできる内容の電子メールとあるんですけれども，今の御

説明というのは「若しくは」の前も含んでいるんでしょうか，その後だけなんでしょうか。 

○豊澤部付 我々の方で実は厳密に詰め切れているところではないところでございまして，到

達確認措置付き電子メールという単語を使うのであれば，その前のところにきちんとした定

義規定を置いて，今の御指摘を受けまして，前段の部分も含むのかどうかというところもき

ちんと整理して記載する必要があると考えております。 

○垣内座長 分かりました。ありがとうございます。いずれにしても，この到達確認措置付き

というのが電子メールの機能として，受領しましたということが確認できる機能というのが

あるかと思いますけれども，そういうものだとすれば，それは対応できる場合とできない場

合があるのではないかというのが上田委員の御指摘かと理解しましたけれども，様々な場合

に対応して考えていく必要があるということかと思います。どうもありがとうございました。 

  それでは，ほかに委員の先生方から御発言がありますでしょうか。 

  特段ございませんでしょうか。 

  出井委員，お願いします。 

○出井委員 出井です。今の上田委員の御意見ですが，私もそもそもテクニカルなことがあま

り得意ではないので，分からないのですが，まず，もちろんセキュリティーのことに配意し

て，場合によっては何らかの最低基準を置くというのは，十分それは検討に値すると思いま

す。というか，検討しなければいけないことであると思います。 

  一つ，今おっしゃった到達確認付き電子メールですか，これが何を意味するのかというの

が，実は多くの方が使っているメールソフトでもそれに類する機能は既に付いていると思う

のですが，その到達という意味が，相手方のサーバーにリーチしたということでよいのか，

それとも開封したということまで必要なのか，そのあたりのところがちょっと私もわかりま

せん。そもそもこういう質問をすること自体が的外れなのかもしれませんが，そのあたりも

問題になるのではないかと思いました。必ずしも今の段階で詰める必要はないと思います。 

  それから，上田委員の御意見の中で，電子メールというのを例示するのはいかがなものか

という御意見があって，ただ，代替案はお示しにならなかったんですが，もし電子メールと

いうのを例示で挙げないとすると，これはかなり大幅な，いろいろなところに電子メールと

いうのが使われていますので，恐らく既に改正されている各機関の規程でも電子メールとい

うのを使われていると思いますし，かなり大変なことになるのではないかなという気がしま

した。正に代替するものとして何を想定するのかによりますけれども。この点に関して，今，

検討が進んでいる裁判ＩＴ化の方の会議では，このあたりの書きぶりはどうなっているので

しょうか。これは上田先生にお聞きした方がいいですかね。 

○垣内座長 今の御質問の趣旨は，上田委員から何かあれば，お願いしたいと思いますが。 

○上田委員 御意見ありがとうございます。民事訴訟法の改正作業において，セキュリティー

についてどのぐらい議論が進められているかということですけれども，総論的に，ファイル

形式等についての議論はあるものの，セキュリティーそのものずばりについて，具体的にど
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のぐらいの強度で暗号化すべきとか，そういう点については議論がなされていないと理解を

しております。私の理解する限りでは，裁判所が導入を予定する，いわゆる事件管理システ

ムは，ブラウザ上で操作するウェブ上のサービスになる予定のようです。ブラウザ上のサー

ビスですと，ＨＴＴＰＳといいますか，通信全体を暗号化する仕組みや，その他様々なセキ

ュリティー確保の手段が採用可能ですので，恐らくそういうものを使っていくのではないか

と思われます。これに対して，電子メールのプロトコルは,もともとがそういう暗号化等を

しなくても一応，メールの送受信はできてしまうので，そこに若干差があるのではないかな

という問題意識でした。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  出井委員の方からお続けになる点がありますでしょうか。 

○出井委員 ありがとうございます。取りあえずは結構です。 

○垣内座長 ありがとうございます。出井委員の御発言の前半で，そもそも到達というのが何

を意味するのかということに関して御指摘がありましたけれども，これは事務局から御説明

いただいた方がいいかもしれませんが，資料の２ページに示されている１の関係規律という

ところの二つ目の・で，ガイドラインの紹介がされておりますけれども，一応，現在のガイ

ドライン上は，４行目でしょうか，「通知の相手方に到達（相手方が当該メールを受信した

上，開封することをいう。」という説明というか，定義がされていて，そういう前提で整理

がされているということで，ここはよろしいでしょうか。 

  そのような理解ですね，到達についてこのように理解することが，例えば民事裁判におけ

る送達の規律などとの比較においてどうかといったような御議論は，更にあり得るところか

もしれませんけれども，一応その到達について，現行の法令と申しますか，ガイドラインは

そういう理解で整理がされているということかと思います。 

  それから，後半については，既に上田委員からも御発言を頂きましたけれども，あるいは

上田委員の御発言の趣旨としては，現在，電子メールでの通知等ということで検討が今日の

資料でされているところですけれども，例えば民事裁判の場合ですと，先ほどもメンション

がありました事件管理システムというものの中で，システム上で情報のやり取りをするとい

うことで，そのシステムのセキュリティーの問題ということで第一次的には把握されるとい

うことかと思いますけれども，今後，ＯＤＲ，ＡＤＲの世界でもそういった事件管理システ

ムを含むようなＡＤＲを実施するためのプラットフォームみたいなものが仮に普及していく

といたしますと，そうしたシステムの仕様としてどういったものが必要なのかといったよう

なことで，そのシステムに乗った場合には，今度は電子メールは，通知があった旨のお知ら

せは電子メールで来るかもしれないけれども，通知そのものはそのシステムにログインして

見るというようなことも考えられるかもしれませんので，そのあたりもさらに，もしかする

と問題になってくるのかなという感想をちょっと持ったところです。どうもありがとうござ

います。 

  そうしましたら，ほかに何か更に御発言がおありでしたら，頂きたいと思いますが。 

  小澤委員，お願いいたします。 

○小澤委員 ガイドラインの２の（８）にあるように，具体的な請求内容が固まる前段階の申

立ても許容され得る制度設計が可能というところが裁判所の手続と大きく異なる点ともいえ
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ると考えておりまして，この点に着目した制度設計が考えられないかなと思っています。例

えば，相談フェーズとの連続性を考えると，ＳＮＳで相談をしている場合に，そのＳＮＳの

メッセージ機能を使った申立ても考えられるのではないかと思っていて，そうすると利便性

が高まるのではないかと考えました。 

  ２点目は，メールではなくてメール等となっていますので，どのようなものを想定されて

いるのかということは少し分からないところはあるのですが，例えば，申立て専用のフォー

マットを認証ＡＤＲ機関のウェブサイトに構築するなどということも考えられるのではない

かなと思いました。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。前半の御発言は，ガイドラインの２の（８）に関

する御発言ということでよろしかったでしょうか。 

○小澤委員 そうです。 

○垣内座長 法第６条第８号関係の，ですかね。それで合っていますかね。大丈夫ですね。分

かりました。 

  今の御発言について，何か事務局から御発言等ありますか。 

○豊澤部付 まず，今の小澤先生から御指摘がありましたガイドラインの２の（８）というの

は，従前，事務局の方から法律と施行令，施行規則，ガイドラインを一列に並べたＰＤＦフ

ァイルをお送りしているかと思いますけれども，そちらの１７５ページの（８）の２段落目

のところの記載についての御指摘かと思います。おっしゃるとおり，通知の問題については

基本的には法６条６号においては相当な方法で足りるということでされており，電子メール

というのは飽くまで一例でございますので，今言ったような，プラットフォームから通知す

るであるとか，ＳＮＳ等の機能を使った通知も，それが相当な方法と認められるのであれば，

認められるのだろうと考えております。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  小澤委員，よろしいでしょうか。 

○小澤委員 ありがとうございました。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  今挙手をされていらっしゃるのは国民生活センターでいらっしゃいますか。川口委員でし

ょうか。川口委員，お願いいたします。もしかすると今，声が聞こえていない，ミュートに

なっていますでしょうか。 

○川口委員 すみません。川口でございます。今の小澤委員の御発言に関連してですが，資料

の提出に関しまして，プレＡＤＲフェーズと紛争解決フェーズとの間で連携を図ることがで

きると，申請者や手続実施者の負担軽減につながるのではないかと思われます。国民生活セ

ンターの紛争解決委員会に申請される事案の約８割が消費生活センターを経由したものとな

っておりまして，プレＡＤＲとの連携を密にすることでＡＤＲの利用者の負担軽減と各機関

のリソースの有効活用につながっております。認証ＡＤＲ制度においては，各フェーズ間の

連携については課題があることは本検討会でも指摘されてはおりましたが，デジタル化がさ

れますと，資料の共有について更に利便性の向上になると思われて，ＯＤＲの大きなメリッ

トの一つになると考えます。 

  これまでの経験を踏まえまして，議論の御参考になればと思い，共有させていただきまし
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た。以上でございます。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。相談段階との連携の重要性について，小澤委員に

引き続き御指摘を頂きまして，また，オンラインの特性を生かすことによって情報のやり取

りも円滑にできるのではないかといった観点からの御指摘を頂いたかと思います。どうもあ

りがとうございます。 

  ほかに，どなたか。今，川口委員の方で挙手されていますのは，先ほどの挙手が残ってい

るものでしょうか。 

○川口委員 そうです。先ほどのが残っているものです。大変失礼しました。 

○垣内座長 それでは，ほかの委員の先生方から何かさらに御発言がございますでしょうか。 

  これまでの９ページまでのところにつきまして，今，メールでの申立て等に関する点を中

心に御発言を幾つか頂いておりますけれども，ウェブ会議の利用等も含めまして，さらに何

か御発言がございますでしょうか。特段，ここまでのところは。 

  では，山田委員，お願いいたします。 

○山田委員 山田でございます。ありがとうございます。まず，今お話が少し出ました，申立

てにおける専用プラットフォーム等の利用ということですけれども，これはＯＤＲ活性化検

討会においては第２フェーズで検討しようというお話だったかと思いますけれども，この検

討会においては今後また議論するということかどうかということをお伺いできればというの

が第１点です。 

  それとはまた別に，ウェブ会議の実施に関してで，少し細かいこともあるのですけれども，

大前提として２点，総論的なことでございます。１点は，このようなウェブ会議を使うこと

が当事者の利便性であるとか，あるいはＡＤＲに対する期待との関係でそごが生ずる可能性

がありますので，具体的な事案においてウェブが適当か，それとも電話その他の方法が適当

か，あるいは場合によってはチャットなども含むのだと思いますけれども，どれが最も本件

で適当かを協議する場を設けるべきことをどこかに書いていただくのがよいのかなという感

じがいたします。そのうえで，ウェブ会議を使うために当事者の同意を要件とするかという

ようなことは，これはＡＤＲ機関ごとに決めていくということでもよいように思われます。 

  それから，もう１点，これも総論的なことですけれども，調停人と当事者が，それぞれ違

う場所からアクセスをするという場合に，調停人と一方当事者は同じ施設内にいるけれども，

もう一人の当事者のみは遠方からアクセスをするというようなこともあり得ると思います。

実際に裁判所で，例えば電話会議の方法で弁論準備などをする場合には，そういう形になり

得るわけですけれども，調停では，調停人と一方当事者のみが同じ場所にいるというのは，

他方当事者から見ると公正さが疑われるという可能性があるように思います。もちろん別席

調停を行う選択，ポリシーを採っているＡＤＲはありますが，それとは異なり,相手方当事

者から,同じ場所にいる調停人・当事者間で期日前後にどういうやり取りがあるか分からな

いと思われると心外だと思いますので，そこは留意をして，アクセス場所などを決めていく

というような考慮があるとよいのかなというふうに存じます。 

  以上，３点でございます。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。１点目につきましては事務局へのお尋ねかと思い

ますので，お願いします。 

○豊澤部付 御指摘のとおり，プラットフォームの在り方ということについてはＯＤＲ活性化
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検討会のいわゆるマトリックスの図においては，第２フェーズの方で整理されておりますの

で，第２フェーズのところで議論ができればなというふうに考えているところでございます。 

○垣内座長 またこの検討会の中でも，後の方の段階でということですね。 

○豊澤部付 そうですね，プラットフォームの在り方ということについては，議論になり得る

ではないかという考えています。 

○垣内座長 ありがとうございます。山田先生の御意見の２点目につきましては，オンライン

を用いるのか，どのような方法で手続を進めるのかについて，協議の場等が必要ではないか

ということだとすると，その点についての規程などがあってしかるべきではないかと，そう

いう御指摘であったかと思います。また，最後の点は，一方のみがオンラインで参加する場

合についての公正性についての留意が必要ではないかというお話で，これもごもっともな御

指摘かと伺いました。どうもありがとうございます。 

  先ほど上田委員も挙手をされていたかと思いましたけれども。 

○上田委員 すみません，ありがとうございます。大変小さな問題の確認なのですけれども，

７ページの規程例の中で，オンライン調停のところで，オンライン調停とはの，インターネ

ットを介した映像及び音声の送受信により，ということがありまして，これはもう映像と音

声が必ず両方あるという御趣旨で書かれたのかなということの一応，確認をさせていただけ

ればと思います。 

○垣内座長 この点，いかがでしょうか。 

○豊澤部付 我々が作成したときは，御指摘のとおり映像及び音声，双方を使ったものを想定

していたところでございます。ですので，電話についてはインターネットではない上，音声

のみになるかと思いますので，ここの定義には入っていないという理解で作成したものでご

ざいます。 

○垣内座長 ありがとうございます。作成の趣旨については今御説明があったところですけれ

ども，上田委員，さらにこの点について何かございますでしょうか。 

○上田委員 ありがとうございます。ちょっと民事訴訟…… 

○垣内座長 すみません，上田委員，今ちょっと音声が乱れぎみのようで，少し聞き取れない

ところがあったのですけれども，申し訳ありませんが，もう一度おっしゃっていただけます

でしょうか。 

○上田委員 了解しました。民事訴訟法改正の議論では，弁論準備手続等において，映像が付

加されるウェブ会議を利用することは許容されるが，仮に映像が途切れたとしても一応，音

声の送受信が維持されれば手続は成り立つという趣旨で，「映像と音声の送受信」との文言

ではなく,「音声の送受信」の文言が提案されていたと記憶していたのですが，それとの関

連で，音声のみの送受信はオンライン調停の中には入らないかという疑問でした。 

  以上です。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  事務局から今の点について，何か。 

○豊澤部付 我々は確かに作成した趣旨は，映像及び音声でというものでございましたが，実

務的には，恐らく映像の方だけが途切れてしまうといった場合に，このような定義を置いて

しまうとオンライン調停自体が終わってしまうということになって，音声だけでウェブ会議

を続けるという道が閉ざされるのではないかという御指摘かと理解しました。今のところち
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ょっと具体的な案まではないところですけれども，少し書きぶりを考えたいというふうに考

えております。 

○垣内座長 お願いします。 

○渡邊参事官 補足をさせていただきますと，こういった手続の有り様については，それぞれ

のＡＤＲ機関の方で，どのような形でオンラインでの参加というものを認めていくのかとい

うことの考え方次第なのかなと思っております。例えば，これまで対面型の手続のみを行っ

ていたＡＤＲ機関が，利便性を高めるためにオンラインでの参加も認めようという場合に，

これまでの対面での話合いの実質を保つためには，やはり音声のみによる参加では足りず，

映像もあって初めて対面での手続と同等のものといえるのだというお考えに立った場合は，

恐らく参加の要件としては映像及び音声ということになるのではないかと思います。そうい

った形で手続を仕組むということになりますと，例えば映像又は音声のいずれかが欠けた場

合に，その期日を進めるべきなのかどうなのか，こういったあたりを考えていく必要がある

のではないかと思いました。一方で，そういうことではなくて，利便性を追求していくので

あれば，音声のやり取りさえできればいいんだというお考えに立つことになれば，そもそも

手続の仕組み方として，少なくとも音声がつながっていればいいというふうな考え方もあり

得るのかなと思っています。 

  いずれにしましても，この問題は，それぞれのＡＤＲ機関の方で，利用者としてどういっ

た方々を想定され，あるいはどういった紛争を取り扱われるのか，こういった特性をよく吟

味していただいた上で検討を深めていただく必要があるのかなと，このように考えておりま

す。 

  以上です。 

○垣内座長 ありがとうございます。規程例という意味で申しますと，各機関のポリシーに従

って，具体的に更に規程の工夫の仕方というのは考えられるということなんだろうと思われ

ますけれども，例えば，一時的に映像がない状態で手続を行うであるとか，それを許容する

ということであれば，そうした旨を規程に明記しておけば，その点の疑義は生じないという

ことになろうかと思われますので，そうした点も含めて様々工夫の余地はあるんだろうとい

うように思いますけれども。 

  先ほど出井委員，挙手されていましたでしょうか。出井委員，ミュートになっているよう

ですけれども。 

○出井委員 出井です。私が聞こうと思っていたことは今，渡邊参事官から御説明があったと

ころで大体カバーされましたので，結構ですが，先ほど山田委員から２点ほど総論的な御指

摘がありましたが，ちょっと確認ですけれども，規程を置いてもよいのではないかというの

は，それはどのレベルの規程なんでしょうか。各機関の規程のことなんでしょうか，あるい

はガイドライン，法務省の規程のことなんでしょうか。 

○垣内座長 今の点は山田委員へのお尋ねということかと思いますけれども，山田委員，いか

がでしょうか。 

○山田委員 出井先生，ありがとうございます。特に特定的には考えてはおりませんでしたけ

れども，個人的には，まず，当事者との間で協議をすべきだということは割とユニバーサル

なことかなというふうに思っておりまして，ガイドラインに置いてもよいのかなと思ってお

ります。次の調停人とその当事者が同じ施設にいるかどうかということは，やや細かい話で
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はございまして，調停人が複数いる場合にはどうするのかとか，当事者も２当事者だけでは

ないという可能性もありますので，そこは場合によってはガイドラインよりは下のレベルで

もよいかもしれませんし，ガイドラインで少し御注意というか，こういう可能性もあります

というふうに指摘をしていただいて各機関レベルで具体化するくらいでもよいのかなという

ふうに思っておりますが，そこは，いずれにしても余りこだわりのあるところではございま

せん。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  出井委員，いかがでしょうか，さらにありますでしょうか。 

○出井委員 今の御説明で分かりました。御指摘の２点とも大事な点です。 

  どういうモードで期日，手続を行うのかというのは，結構クリティカルなことになること

があって，ただ，それは仲裁とか，あるいは評価型のアーリーニュートラルエバリュエーシ

ョンみたいな調停のときの話で，それ以外の調停は，やはりそこは当事者が協議をして，当

事者がどういうモードでやるかについても納得して臨むというのが基本なのだと思います。 

  それから，さらにモードの話で，もっと細かな話としては，山田先生が御指摘のように，

調停人と一方当事者だけが部屋にいて映っていると，これは原子力損害賠償紛争解決センタ

ーでそういう状態でクレームが起こったこともあります。つまり，東京で仲介委員と，それ

から被申立人である電力会社の社員及び代理人が映っていて，何か仲間みたいに見えるでは

ないかということが申立人，被害者の側からクレームがあったこともあって，ちょっとアン

グルを変えたりして工夫をしましたが，確かにそのあたりは非常にセンシティブな問題にな

るかと思います。 

  ただ，これもいろいろなケースがあるので，必ず両当事者平等でなければならないとか決

めるのではなくて，やはりそこは機関の規則，さらには，その機関の規則の下での調停人と

当事者の協議に委ねるということで，私はよいのではないかと思っております。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  山田委員の御指摘の第２点と申しますか，個別案件ごとにどのような進め方をするのかと

いうことに関しましては，これは更に遡って考えますと，ＡＤＲ機関によって全て物理的な

対面で手続を行うことをポリシーとする機関も考えられますし，逆に，書面のみであるとか

電話のみで手続で行うといったことを想定するということも考えられないことではありませ

んので，そうした場合がいろいろとあり得ることを考慮しつつ，どのレベルで規程を置くの

が適切なのかということを考える必要がありそうかなという感じもいたします。 

  ほかには御発言の御希望はおありだったでしょうか。今は挙手はどなたもされていない状

態ですね。 

  出井委員，挙手されていますでしょうか。 

○出井委員 特にこれまでの議論に付け加えるところはないのですが，要するに９ページまで

のところは，現行の法律，規則，それからガイドライン上も一応できることにはなっている

けれども，各機関の規則でそこは明確にした方がよい，あるいはさらに，山田委員等の御指

摘のように，もう少しガイドラインレベルで詳しく規定する，あるいは各機関の規程で手当

てをしておいた方がよいということであると思いますが，大まかにいうとそういう理解でよ

ろしいんですかね。 

○垣内座長 私はそのように理解をしておりますけれども。事務局もうなずいておられるので，
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そういうことでよいかと思いますが。 

  では，渡邊参事官，お願いします。 

○渡邊参事官 今の点，若干補足いたしますと，先ほど御説明しましたように，現行法の下に

おいても，こういったオンラインによる手続の進行ということは予定されているところです。

そのことを踏まえて，ガイドライン上も明らかにされている部分がございますが，ＡＤＲに

オンライン技術を活用することの必要性，現実性が高まってきたのはここ最近ではないかと

思われます。そういった意味では，こうしたオンラインでの手続の在り方等について本格的

に意見交換をした場も，これまで余りなかったのではないかということもございまして，今

後導入することを予定されているＡＤＲ機関の御関心も高いでしょうから，一度，皆様の御

意見を踏まえて，留意すべき点について少し整理してはどうかと，そういう観点からこうい

う機会を設けさせていただきました。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  出井委員，よろしいでしょうか。 

○出井委員 結構です。ありがとうございました。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  ちょっと現行のガイドラインに関して，８ページの２の関係規律の二つ目のところ，同号

ガイドラインとあるところの２行目から３行目にかけまして，下線部ですけれども，場所，

括弧，オンラインでやった場合にはその旨，という部分がありますけれども，ここの括弧内

の位置付けと申しましょうか，これは場所に加えてその旨なのか，あるいは，場所に代えて

その旨ということなのか，これはどちらなんでしょうか。 

○豊澤部付その点の解釈について，現時点で明確な回答は持ち合わせていないところでござい

ます。ですが，これまで変更認証をいただいたＡＤＲ機関は，「及び」で認識されている方

が多いのかなというふうには認識しておりますが，すみません，現時点でこのガイドライン

が「及び」なのか「又は」なのか，明確に我々の方で何か確立した意見を持っているわけで

はないというところでございます。 

○垣内座長 分かりました。完全にオンライン上で専ら進めるという場合に，どこか物理的な

場所を特定して記録しておくことの意義がどの程度あるかといったような観点から，更にち

ょっと検討の余地はあるのかもしれないという感想を持ったところです。ありがとうござい

ます。 

  そのほか，この９ページまでのところについては，大体以上でよろしいでしょうか。 

  ありがとうございます。では，９ページのところまでにつきましては御意見をいろいろ伺

いましたので，先へ進ませていただきたいと思います。 

  そうしましたら，引き続き資料の次の部分について事務局から説明をお願いいたします。 

○渡邊参事官 それでは，１０ページを御覧ください。第２の３は，ウェブ会議等を実施する

場合の秘密の取扱いを取り上げたものでございます。関係規律とある部分に記載がございま

すとおり，認証の基準として，民間紛争解決手続において示されたり，あるいは手続実施記

録に記載されたりした当事者や第三者の秘密につきましては，当該秘密の性質に応じて，適

切に保持するための取扱いの方法を定めることが必要とされております。そして，その方法

につきましては，ガイドライン上，その方法によれば秘密が適切に保持される蓋然性が客観
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的に求められる具体的な方法をいうこととされております。もっとも，ガイドライン上は電

子メールやウェブ会議等を活用する場合の具体的な方法まで記載されていないため，どのよ

うな手続的規律や業務運営上の規律を設ければ秘密保持の適切さが保たれることとなるのか

が必ずしも明確でない状況にあるものと思われます。 

  そこで，具体的検討とあるところに記載しましたとおり，特に秘密保持上の問題が生じや

すい場面として，手続をウェブ会議等の方法により実施する場面を取り上げまして，果たし

てどのようなリスクが考えられるのか，①から④までのとおりまとめてみたところでござい

ます。①は，インターネット上でウェブ会議がのぞき見られてしまうようなリスク，②は，

当事者により録音・録画等がされてしまうリスク，③は，第三者により物理的にＰＣをのぞ

き込まれるなどしてしまうリスク，④は，ウェブカメラの死角などから代理人でない第三者

が当事者に指示等がされてしまうリスク，こういったものでございます。 

  これらのリスクの対応策として考えられるものを矢印以下の①から④までに一例として記

載させていただきました。もっとも，この程度の対策では十分ではないのでないかといった

御意見ですとか，反対に，ここまでの対策は必要ないのではないかといった御意見もあり得

るところではないかと思われますので，検討を要するリスクの内容も含めまして，是非皆様

の御意見を賜りたいと存じます。 

  また，ウェブ会議等の活用を図るため，他の団体，機関等との連携をすることも考えられ

るところでございますけれども，この場合には，他の団体等も関わることから，秘密保持上，

更に考慮すべき点があるのでないかと思われますので，そのような問題意識を踏まえつつ，

更に皆様の御意見，御議論を頂きたいと考えております。 

  さらに，以上申し上げた点の御議論を踏まえまして，秘密を適切に保持するための取扱い

の方法の一例として，ガイドラインに記載することの是非についても御議論いただければ幸

いでございます。 

  説明は以上でございます。 

○垣内座長 どうもありがとうございました。 

  そうしましたら，このウェブ会議等における秘密の保持の部分につきまして，御意見ある

いは御質問のおありの方は御発言を頂ければと思います。いかがでしょうか。 

  出井委員，お願いいたします。 

○出井委員 出井です。最初は質問ですが，１０ページに掲げてある関係規律の６条１１号，

ここでいっている秘密を適切に保持するための取扱いの方法を定めていることと，この秘密

の保持ですけれども，これは誰に課される義務というか，措置ということになるのでしょう

か。措置だから，誰に課されるというのは特に特定しなくてもいいのかもしれませんが，申

し上げているのは，ＡＤＲ機関あるいは手続実施者が秘密を保持しなければならないという

ことは，もちろん入っているのですが，当事者はどうなのでしょうか。当事者について，こ

のＡＤＲで交わされた情報を秘密にしなければならないとか，そういう規範があるのでしょ

うか。そこをまず最初に質問したいと思います。それとの関係で，リスクの中に出てくる録

音・録画ですね，これがどういう位置付けになるのかを正確に理解したいものですから，ひ

とまずここで切ります。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  では，この点について事務局からいかがでしょうか。 
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○豊澤部付 法の６条第１１号は，基本的にはＡＤＲ機関が認証申請をする際の認証要件の一

部でございますので，秘密を適切に保持する主体としては認証ＡＤＲ事業者ということにな

ろうかと思います。 

  和解の仲介というのは非公開性が求められているという理解が一般的なのかなというふう

に考えております。もちろん当事者間やＡＤＲ機関との契約内容次第の部分もあるのだろう

とは思うのですが，一般的には手続の非公開性ということが求められていることを前提とす

ると，いわゆる相手方当事者による調停手続の録音・録画，それが第三者に流出するという

ことになると，秘密の保持として適切なのかどうかという問題が生じ得るではないかとの観

点から，リスクの中に記載させていただいております。 

○垣内座長 事務局からの御説明は以上ですけれども。 

○出井委員 そこはいろいろな考え方があるのかもしれませんが，まず，ＡＤＲ機関あるいは

ＡＤＲ事業者，それから手続実施者とか職員も含めて，これらの者が守秘義務を負うと，契

約上ということになるでしょうか，契約上の守秘義務を負うということは，そこは多分，コ

ンセンサスだと思うのですが，当事者が守秘義務を負うかというのは，これは機関の規則で

そう定めてあれば，契約上の守秘義務を負うことになりますが，そうでない限りは，もちろ

ん営業秘密であるとかプライバシーであるとか，それをみだりに開示した場合に不法行為に

なるということはあっても，当事者は基本的には守秘義務は負わないというのが私の整理で

した。その関係で，この録音・録画のところですけれども，守秘義務を負うかどうかとはま

た別の問題で，これは非公開性との関係でしょうか。 

  恐らく，録音・録画したものが外部に漏れてしまうと，それはＡＤＲが公開されてしまう

ことになってしまうので，それは非公開性に反するということなのかもしれませんが，ここ

もよく議論になります。最近では録音・録画の方法が簡単になっていますので，当事者から

なぜ録音してはいけないんですかと，録画までする人はあまりいませんけれども，なぜ録音

してはいけないんですかと言われるんですね。メモを取ることは，これはできるわけですか

ら，メモとかに頼るよりも録音していた方が正確ではないですかと，それを自分の背後にい

る家族であるとか，あるいはアドバイザーである弁護士に聞かせて，それでコメントを求め

たいんですといったときに，あるいは，そこまでもせず，とにかく自分の記録として取って

おきたいということまで言われた場合に，それを駄目だと言えるのかどうか。多くの機関で

は，第二東京弁護士会の仲裁センターでも，それから原子力損害賠償紛争解決センターでも，

録音・録画は控えてくださいと当事者に結構明示的にお願いをしているわけですが，果たし

て録音・録画を本当に禁止する理由がどこにあるのだろうかというのがちょっと疑問なとこ

ろです。これを外部に漏らすと，それは非公開性に反するのでということになるのかもしれ

ませんが，自分で使うだけだったら録音・録画してもいいではないかと言われたときに，ど

うするかですね。この②のリスクについては，結構議論があり得るのかなというふうに思い

ます。 

  それから，ちょっと細かな話で，最後のリスクの④のところで，仲裁手続での証人尋問の

際は，正にこれが問題になって，カメラをやはり二つか三つぐらい置いて証人尋問をやると

いうことを行っています。リスクへの対応策のところで，手続実施者は，期日の開始前に，

当事者にウェブカメラで部屋の室内を映してもらう，こういう措置が必要になりますが，た

だ，和解あっせんでそこまでがちがちにやるかというと，必ずしもそこまでは必要ないので
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はないかという気がします。これも各機関のポリシーに任せるということでよいし，さらに

は，各機関のポリシーというよりも，各手続ごとの当事者と手続実施者の間の協議で，どこ

までの措置をするかということではないかなと思います。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。誰が秘密保持についての義務や責任を負うのかと

いう問題と，ここで検討課題として想定されているリスクの内容等の間に関係があるのでは

ないのかということで，当事者には義務がないということで，仮に当事者は誰にでもそこを

開示してもいいというようなことであれば，ここに挙がっているリスクの幾つかは必ずしも

問題とならないことになるかもしれないといったようなこと，あるいは録画・録音等につい

ては，秘密保持ということとの関係では，録画・録音そのものではなくて，それを外部に漏

らすということが問題なのではないかという見方もあり得るといった御指摘を頂いたかと思

います。 

○出井委員 すみません，ちょっと１点だけクラリファイさせてください。当事者が守秘義務

を負うかどうかという点は，これは各機関の規則及び手続合意に委ねられているという整理

です。私がお聞きしたかったのは，認証の条件として，当事者に守秘義務が課されていない

と認証されないというようなことがあるのかどうかと，ちょっとそこをお聞きしたかったの

です。 

○垣内座長 そうしますと，その点，改めて事務局からお答えいただけますでしょうか。 

○豊澤部付 承知いたしました。確かに御指摘のとおり，法の６条１１号，それから６条の１

４号も，基本的にはＡＤＲ事業者の方に係る規定でございます。一方で，少しクリアではな

いかもしれませんが，一般的には和解の仲介，それから紛争解決手続については，非公開性

を重んじられているＡＤＲ機関が多数なのかなというふうに考えています。そのような中で，

ウェブ会議を考えたときの事実レベルのリスクとして，録音・録画がされて，それが対外的

に流出してしまって秘密の保持が損なわれるという可能性があるのではないかということで，

一例として記載させていただいているところでございますが，必ずしも当事者に守秘義務を

課さないと認証を認めないという扱いをしているわけではございません。こちらの①から④

は，例として掲げさせていただいているものですので，こちらがいずれでも一つでも欠けれ

ば何か認証の要件を欠くと，そういうような画一的な基準でないものということは御理解い

ただければというふうには思いますが，その中の一つの考え方として，当事者との間で契約

等によって秘密の保持について契約をすることによって，秘密の保持がより確実になるとい

う考え方もあり得るのではないかと考え，記載させていただいているところでございます。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  出井委員，今の点はよろしいでしょうか。 

○出井委員 結構です。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  それでは，お待たせいたしましたけれども，斉藤委員，お願いいたします。 

○斉藤委員 斉藤です。出井委員の問題提起は非常に重要だなと思いながら聞いていました。

これはウェブ会議方式ではなくて通常のＡＤＲでも，当事者が自分のために，つまり自己使

用のために録音したいということはあり得るわけで，ウェブ会議特有の問題というよりもＡ

ＤＲ一般の問題というふうに捉えられるかなと思います。ただ，ではどう考えたらいいかと
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なるとなかなか難しい。一応は録音・録画はしないでくださいとあっせん人として言ってい

ますが，では本当にいけないのかと言われると，デジタルな録音とか録画の場合には，単な

る手書きメモに比べて，それが外部に広がるリスクが格段に高まってしまうことが問題だと

言えます。ある意味，性悪説に立たなければならないのかもしれない。そこのところのバラ

ンスをどう見るかという問題なのかなと思っています。私も結論は出ていません。 

  私の方からお話ししようと思ったのは，意見というよりも，オンラインＡＤＲの実態のご

紹介です。弁護士会ＡＤＲの中でリモートＡＤＲないし呼び方としてはオンラインＡＤＲを

既に採用している弁護士会が九つあります。その中で，録音・録画問題，あるいは第三者の

立会い問題についてどのようなスタンスをとっているのか，アンケート調査をしています。

それを参考までに御紹介しておこうと思いました。 

  まず，録音・録画とか，無断の第三者の同席，これらは禁止されていますということを告

知しているかというと、九つ全ての弁護士会ではそのような告知をしています。その中で，

文書に注意事項として今のことを記載して，書面で告知するのが九つのうちの八つの弁護士

会でした。さらに，その告知をした上で，録音・録画とか，あるいは第三者の無断の同席を

いたしませんという誓約書を書面で取り付けているところが九つのうちの四会ありました。

逆に，九つのうちの五つの会は，単に告知するだけで，すなわち注意するだけで，誓約書は

取り付けていないという回答でした。それから，最後に，その注意に違反した場合の対応に

関して，たとえば録音・録画を実際に行って外部に漏らしてしまったという場合のサンクシ

ョンを設けていますかという質問に対しては，九つの会とも特に設けていないという回答に

なっています。 

  何というのかな，やはり当事者の自主性が，特にＡＤＲでは重要ですし，それを最初から，

枠にはめてしまう形というのは，あまりＡＤＲの理念から見ると好ましくないのではないか

ということがこのアンケート結果から読み取れるのではないかというのが私の感想です。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。大変貴重なアンケート結果を御紹介いただきまし

て，今御紹介いただいたアンケート結果というのは，日弁連で実施されたアンケートという

ことでしょうか。 

○斉藤委員 日弁連のＡＤＲセンターで実施しております。あと，各アンケートに答えた九つ

の会に，これを外部に出していいかどうか今，確認をしていまして，その上で可能な形で，

委員提出資料ということで，できれば提出させていただくことを考えています。 

○垣内座長 そうしていただけると，大変貴重な資料になるかと思いますので，よろしくお願

いいたします。どうもありがとうございました。 

  それでは，その他，委員の先生方から御発言ございますでしょうか。 

  山田委員，お願いいたします。 

○山田委員 ありがとうございます。２点申し上げます。私も先ほど出井委員，それから斉藤

委員が言われた点，非常に重要な点だと思います。私も，整理としましては，録音・録画及

びその利用方法ということについては，規則及び手続合意によって決まってくるということ

ですし，今，禁止の方向だけが強調されているわけですけれども，場合によっては解除の要

件もそこで合意で決めて，例えば，両当事者がオーケーしたのであれば，守秘義務の解除と

いうようなこともあり得ることかなというふうに思います。 
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  いずれにしても，これは一律に決めるということではなくて，各ＡＤＲ機関において，そ

のような手続合意をするということが望ましい，場合によっては，ひょっとするとＡＤＲ協

会の仕事かもしれませんが，何かしらモデル的なものがあると，またよりよいのではないか

なというふうに思いました。それが１点です。 

  それから，もう１点は，この④のリスクに関してです。これも先ほど出井委員が言われま

したように，一律に規律することが相当なのかどうかというのは難しい点かなというふうに

思いますけれども，ただ，当事者が余り不注意であるがゆえに，④とか，あるいは場合によ

っては③の問題，例えばインターネットカフェで話をしてしまうみたいなことがありますと，

相手方にも，それから調停人にも困難が生ずると思われます。例えば，あらかじめどこから

アクセスをするのかということを当事者に申出をしてもらう，あるいは調停人，ＡＤＲ機関

の方から例示をして，自宅とか，あるいは代理人事務所とか，そういうふうに例示を出して，

こういう中から選んでいただくとより安全ですといったような示唆をするといったことも考

えられるのかなというふうに思いました。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  それでは，ほかの委員の先生方はいかがでしょうか。さらに御発言ございますでしょうか。 

  秘密の取扱いという点につきまして，大体御意見は頂けたようなところでしょうか。 

  それでは，追加の御発言はないようでございますので，更に先に進ませていただければと

思います。 

  そうしましたら，以上で一応，第２のところまで御議論を頂いたということになりますの

で，引き続きまして，第３の点につきまして事務局から資料の説明をお願いいたします。 

○渡邊参事官 資料の１３ページを御覧ください。関係規律とあるところに記載がございます

とおり，法第１１条第２項は，認証紛争解決事業者に対して，所定の事項を認証紛争解決手

続の業務を行う事務所において掲示すべきことを定めておりまして，掲示事項としましては，

認証紛争解決事業者である旨のほか，法施行規則第９条第１項所定の事項が定められている

ところでございます。 

  このような事務所における掲示義務が定められた趣旨は，立案担当者によりますと，認証

紛争解決手続を利用し，又は利用しようとする者に対しては，適正な範囲及び内容の情報を

正確に提供する必要があり，そのような者はその業務を行う事務所に赴いて種々の情報を入

手することになることから，その業務を行う事務所において掲示すべきこととなるとの説明

がされているところでございます。なお，この掲示義務違反につきましては過料の罰が定め

られているところでございます。 

  もっとも，問題意識とあるところに記載してありますとおり，オンライン上で紛争解決手

続を実施し，紛争当事者が事務所を来訪することがおよそ想定されないものも相当数今後，

登場してくるのではないかと予想される中で，そのような認証ＡＤＲ機関に対して現行の事

務所における掲示義務を課すことにつきましては，まず，当事者等に対する適正な情報提供

の在り方として，そもそも事務所に掲示する意味が乏しいのではないか，むしろ当事者等が

オンライン上において掲示事項を見られるようにする必要があるのではないかといった疑問

が生じ得るところでございます。 

  こういった問題意識を踏まえますと，掲示義務についての規律の見直しの要否を検討する
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必要があるのではないか，その解決案としましてはいろいろな考え方があるのではないかと

思われますけれども，ひとまずの整理としましては，規律の見直しが必要であるとの立場か

らは，まず，事務所又はオンライン上で掲示をすべきであるとの考え方があり得ますでしょ

うし，この場合は結果として義務が緩和されるということになろうかと思います。あるいは，

事務所及びオンライン上で掲示をすべきであるとする考え方がよいのではないかということ

もあり得るかと思います。この場合は，結果として義務が加重されるということになろうか

と思います。あるいは，掲示義務と事務所とをそもそも切り離してしまって，認証紛争解決

手続の特性に応じて，オンライン上での掲示も含め，当事者などが見やすいと考えられる方

法で掲示すれば足りるとする考え方があり得るのではないかと思われるところです。 

  また，今申し上げたような考え方以外の考え方としては，施行規則の第９条第２項の規律

の見直しによって対応することが可能であるのではないかといった考え方ですとか，そもそ

も規律の見直しは不要ではないかという考え方など，様々な考え方があり得るところではな

いかと思われますので，こういった規律の見直しの必要性も含めまして，皆様の御意見を伺

いたいと考えているところでございます。 

  説明は以上でございます。 

○垣内座長 ありがとうございました。 

  それでは，この事務所における掲示義務に関する部分につきまして，御意見あるいは御質

問のおありの方は御発言をお願いしたいと思います。いかがでしょうか。 

  出井委員，お願いいたします。 

○出井委員 もしかしたら御説明あったかもしれませんが，事務所を設けることは必要だとい

うのが前提，事務所というのは物理的な事務所ですけれども，それを設けることは必要だと

いう前提でしたかね。ちょっとそこだけ最初，確認したいと思います。 

○垣内座長 この点，いかがでしょうか。 

○豊澤部付 豊澤でございます。現行法上，認証申請の際に事務所を届け出ることが必要とさ

れておりまして，その事務所は一般的には物理的な場所を指すと解釈されているところでご

ざいますので，現行法上は物理的な場所として事務所を届出ることが必要になっているとい

うふうに解釈されているかと思います。 

○垣内座長 届出の対象になっているということですが，更に続けて御発言おありでしょうか。

大丈夫でしょうか。 

○出井委員 大丈夫です。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  それでは，ほかに御発言ございますでしょうか。 

  前半，第２までの部分につきましては，現行法の枠内で各機関の規程類等での工夫という

ことに主眼がある議論でございましたけれども，この第３につきましては，現行法上の掲示

義務について，今後このままでよいのかという形で，もう少し改正も含めた問題点というこ

とになるかと思いますが，是非御意見を頂ければ有り難いと思いますけれども。 

  山田委員，お願いいたします。 

○山田委員 ありがとうございます。さほどの強い意見を持っているわけではないのですけれ

ども，今挙げていただきました④の考え方，ちょっと思い付きませんので，①から③という

ところで考えてまいりますと，先ほども出井委員と，それから豊澤部付のお話にありました
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ように，事務所というのは一応，物理的には置くということではありますけれども，いわゆ

るＯＤＲの実施に際しては物理的に人が会うということを想定していないという場合もあり

ましょうし，そのような場合は恐らくＡＤＲ機関の主宰者のいる場所が事務所になるのかな

と思いまして，人が立ち入ってＡＤＲに関する掲示を見るということもなかなか想定し難い

のかなというふうに思われます。 

  他方で，この掲示の意味は，実際の利用者のみならず，利用を考えている潜在的なＡＤＲ，

紛争当事者にも情報提供するということでございますので，そういたしますと，物理的な事

務所に行って掲示を見てＡＤＲを決めるという人はほぼいないわけで，オンライン上で一覧

的にチェックができるということが重要である。それから，先ほど前半でお話がありました

ように，相談段階との連携ということを考えましても，オンライン上で掲示を見ることがで

きるということがより望ましい時代に入っているのではないかというふうに思われますので，

そういたしますと，①から③のうちでは②が相当なのではないかなという印象を持っており

ます。 

  確かに渡邊参事官がおっしゃったように，ウェブサイトを立ち上げる負担が増えることに

はなり得るわけでありますけれども，現状，かなり簡易に立ち上げることが可能となってい

るようでして，デメリットに比べれば，若干のコスト増，特に，無料でウェブを作れますの

で，それは可能ではないかなというふうに思っております。 

  ③は，過料との関係ではちょっと要件としてやや評価的なところが多いのかなという印象

を持っておるということでございます。 

  以上です。 

○垣内座長 ありがとうございます。どちらかといえば②の方向が相当ではないかというお立

場から御意見を頂戴いたしました。 

  渡邊委員，お願いいたします。 

○渡邊委員 ありがとうございます。今，山田先生がおっしゃられたところと重複していると

ころが多いのですが，やはり今，オンラインで情報提供するということも大変容易になって

おりますし，また，当事者の方だけでなく,潜在的な利用者の方も含めてインターネットで

情報収集する方がこれだけ増えている中，オンライン上で検索して，ちゃんとキーワードで

引っかかってくるということは，ＡＤＲの認知度を高めたりですとか透明性を高めるという

点でも非常に重要かと思いますので，オンライン上で情報が取れるようにするのを支援して

いくということが重要だと思っております。 

  以上です。 

○垣内座長 ありがとうございます。今の渡邊委員の御意見は，そうしますと，この①から④

という点で申しますと。 

○渡邊委員 それで申しますと，①，②，どちらというのは特にないですが，オンラインで閲

覧できるような情報提供の体制は整えておくべきだと考えております。 

○垣内座長 オンラインでの情報提供の重要性について御指摘を頂いたということで。ありが

とうございます。 

  出井委員，お願いいたします。 

○出井委員 出井です。今のお二人の話，私もそう考えるのですが，やはり今の時代にいろい

ろな検索をするのはオンラインで，わざわざその場所に行って見るということは，そちらの
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方がむしろ例外だと思いますので，オンラインは必須なのではないかと思います。それに加

えて事務所で物理的に掲示することまで要するのかというと，ここはやはり，単にプリント

アウトして貼っておけばよいだけの話なので，そんなにコストはかからないでしょうし，イ

ンターネットを使えない人もいないわけではないでしょうから，私も②が相当ではないかと

思います。 

  ただ，これはこういうＡＤＲだけにとどまる話ではなくて，いろいろな行政であれ，民間

であれ，サービスを提供するときに，こういう掲示義務あるいは表示義務が課されることが

ありますが，そのときの規律がこの社会全般でどうなっているのか。オンライン及び物理的

にということになっているのか，あるいはオンラインを原則として，場合によっては物理的

なものだけでいいというふうになっているのか，ちょっと抽象的な問題提起で申し訳ないの

ですが，そのあたりの社会情勢がどうなっているのかも頭には入れておきたいところです。

ただ，基本的には②でよいのではないかと思っております。 

○垣内座長 ありがとうございます。基本的には②でよいけれども，他の場面での取扱い等と

の均衡という観点も併せてお示しいただいたかと思いますけれども，何か事務局の方で既に

他の類似の規律について調査をされているといったようなことはおありなんでしょうか。 

○豊澤部付 現時点で本格的な調査はしておりませんで，これからといったことになろうかと

思います。 

○垣内座長 これからの調査の結果，何かあれば，またそれも参照するということにはなるか

と思われますが。どうもありがとうございます。 

  ほかに。上田委員，お願いいたします。 

○上田委員 ありがとうございます。今更ながら恐縮ですが，最初の渡邊参事官の御説明のう

ち，①から④の前後ぐらいからちょっと一時期，音声が聞こえませんで，確認させていただ

きたいのが，①から④の直後の規則第９条第２項の規律の見直しによって対応可能という，

この案は，この規則９条２項を改正すれば，結果として①から④いずれかの案も実現できる

という，そういう御説明だったのかということをちょっと確認させていただきたいと思いま

す。 

○垣内座長 では，事務局からお願いいたします。 

○豊澤部付 こちらの考え方は，基本的には御指摘のとおりでございまして，法律改正となる

と少しハードルが高いので，規則の改正で対応が可能なのであれば，そちらの方が手続とし

て容易なところがあるのではないかというような問題意識でございます。一方で，事務所に

おいて見やすいように掲示しなければならないと法の第１１条第２項が定めておりますので，

規則の９条第２項の改正によって，例えばオンライン及び事務所というふうに，又は，オン

ライン又はとか，そういった内容に規定することが法律の委任を越えているのかどうかとい

うところについては議論の余地があり得るところだろうと思います。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  上田委員の御質問については，今のお答えでよろしいでしょうか。 

○上田委員 ありがとうございます。私も現時点では②がよいと思います。 

○垣内座長 分かりました。①ないし④というのは，規律の実質あるいは義務の内容として，

何が適切かという問題としてあり，それがどのような形で法制上表現されるかについては，

法律の改正あるいはその規則の改正等々，法制面で何が適切かという問題として，更に検討
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が可能であるということかと思われますけれども。ありがとうございます。 

  佐成委員，御発言を御希望かと思われますが，お願いいたします。 

○佐成委員 佐成でございます。今のところ，解決方法で幾つか事務局から提示されていて，

今御発言の皆様方が②というのを押されているということなのですけれども，私は定見があ

るわけでもなく，かつ，過料との関係でなかなかまだ整理ができていないんですけれども，

私は②よりも①か③というのが望ましいのではないかというふうに現時点では感じておりま

す。 

  以上でございます。 

○垣内座長 ありがとうございます。必ずしも事務所，オンライン双方ということではなくて

もよいのではないかという，そうしますと①，③ということになりますけれども，そういう

御意見を頂きました。 

  ほかに，いかがでしょうか。 

  直前の佐成委員の御指摘ですけれども，これは①あるいは③ということで，基本的には当

該機関の状況等に応じて適切な方法で，いずれかで足りるのではないかと，そういった問題

意識として伺ってよろしいでしょうか。 

○佐成委員 そうです。基本的にＡＤＲについては，ＡＤＲ機関の自治的な取組というのをや

はり重視したいと感じています。確かにオンライン上の掲示というのは簡易にできるという

部分は分かりますけれども，それはやはりＡＤＲ機関ごとに判断していただくのが望ましい

のではないかという発想でございます。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  それでは，ほかの委員の先生方から更に御発言はおありでしょうか。おおむね御意見は頂

けたでしょうか。 

  ②の方向を押される御意見を複数頂きましたほかに，①あるいは③も考えられるのではな

いかという御意見も頂戴したということですけれども，事務局としてもこういったことで，

今日の段階では，よろしいですか。 

  では，渡邊参事官，お願いします。 

○渡邊参事官 貴重な御意見ありがとうございました。まずは，本日頂いた御意見を踏まえま

して，更に整理させていただき，いま一度御検討いただけたらと思っています。 

  といいますのも，この事務所における掲示義務については，見やすいように掲示をしなく

てはいけないという規律になっております。この見やすいように掲示というところにつきま

しては，ガイドライン上でその解釈が示されておりますけれども，一般の外部の者が立ち入

ることのできる部屋に掲示をしなくてはいけないという整理がされておりますので，例えば

今後ＯＤＲが実施される場合に，その業務運営に事務所機能が必要になるとしても，その機

能を担うところに外部の者が立ち入ることが想定されているのかどうかということが問題に

なり得るのではないかと思います。想定されていないのに，②の規律を設けた場合には，外

部の者が立ち入ることのできる事務所を設けた上で，そこに見やすいように掲示をしなくて

はいけないということになりますから，そういった意味では，義務の加重になってしまうわ

けでございまして，そういったところも少し丁寧に検討する必要があるのではないかと考え

ているところでございます。そういったことから，今後ますます多様なＡＤＲ機関が増えて

いくことが予想される中で，どういう規律が望ましいのかというところを，もう少し皆様の
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御意見をお聞きしたいと考えているところです。 

  以上でございます。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  出井委員，お願いいたします。 

○出井委員 今，渡邊参事官の御発言について，確かに，私が最初に質問したところとも関係

するのですが，そもそも事務所を設けるかどうか，あるいは事務所を設けるとしても，そこ

に外部の人が立ち入るということを想定するのかどうかというところで，特にＯＤＲの場合

は，義務の加重にできるだけならないようにという配慮は必要かと思います。先ほど佐成委

員の御意見は，逆にオンライン上に設けることのコストの方をおっしゃっていたんですが，

そちらのコストよりも，恐らく物理的なオフィスを設けたり，そこに第三者が立ち寄ること

を想定するという方のコストの方が大きいと思いますので，先ほど私は②に賛成はいたしま

したが，先ほどの佐成委員の御意見も含めて，そのあたりもう少し考えられないかなという

ふうに思って今，渡邊参事官のお話を聞いていたところでした。 

○垣内座長 ありがとうございます。まだ考えることもありそうだということかと思いますが，

それでは渡邊委員，お願いいたします。 

○渡邊委員 今，出井委員がおっしゃられていたところと近い考えなのですが，やはりＯＤＲ

の，例えばスタートアップ企業なんかですと，近年シェアオフィスを使って事業を展開する

ようなところも考えられると思いますので，その際にやはり外部の人の立ち入ることのでき

る場所に掲示というのが，やはり困難なケースというのも出てくるのかなというふうに感じ

ています。そういった意味で，①から④ある中で，先ほどはとにかくオンラインでの情報が

取れるようにということを申し上げたんですが，他方で佐成委員がおっしゃられていたよう

に，ＡＤＲ機関の自治というところもあると思いますので，そういう意味でいうと①又は③

というのでも確かによいのではないかなというふうに感じました。 

  以上となります。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  さらに御発言がございますでしょうか。 

  渡邊委員の挙手は，先ほどの挙手が維持されているということですね。 

  さらに御発言があればお願いしたいと思いますけれども，いかがでしょうか。 

  上田委員からお願いいたします。 

○上田委員 ありがとうございます。手短に言います。先ほどの②説は，恐らく委員の先生方

も，事務所がそもそも認証申請の要件であるということとの関連も大きかったと思いますの

で，フェーズ１ではここは動かさないのであろうという理解ですが，フェーズ２以降の完全

オンラインのＯＤＲが出てきたときに今度どうなるかというのは，また次の議論として考え

ることができますので，そのときにまた改めてこの掲示も，議論が変わる可能性はあるのか

なというふうに感じました。すみません，私もまだ考えがまとまっていませんが，差し当た

り，以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。フェーズ１とフェーズ２で問題状況が更に変わっ

てくるのではないかという御指摘で，確かにそのとおりかなと思います。 

  引き続き，山田委員，お願いいたします。 

○山田委員 ありがとうございます。私も今の上田委員の考え方とかなり近いのかなと思うの
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ですけれども，③の選択肢というのは確かに非常に魅力的なのですが，過料との関係で，こ

ういう要件で大丈夫なのかなというのがほぼ唯一の心配なので，仮に事務局において，一定

の類型化等によってこの要件が比較的安定的に適用できそうだという見通しがありましたら，

大変有り難いなというふうに思い，あるいは今後そのような御検討が頂けると大変有り難い

なと思いまして，発言をさせていただきました。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。適切な類型化等ができるのであれば，③の方向も

考えられるのではないかという方向の御発言を頂いたかと思います。 

  さらにほかに御意見等ございますでしょうか。本日のところはこれぐらいのところでよろ

しいでしょうか。 

  そもそも事務所の設置が義務と考えられるべきかどうかというところから始まりまして，

フェーズ２になった段階で，物理的な事務所というものを考えた方がいいのかどうか，逆に，

およそ物理的な拠点を持たないＡＤＲ機関が信頼に値する認証対象として認められていいの

かといったような問題意識もあり得るかもしれませんけれども，事務所の要否ということ，

それから，その事務所に外部の者が立ち入れるような形，そういう条件が整えられる必要が

あるかどうかという問題，最後に掲示の在り方の問題と，幾つかの問題について，様々な御

意見の中で御指摘を頂いたかというふうに思います。また引き続き，事務局に整理していた

だいて，また更に議論ができればということかと思います。 

  それでは，この点については大体御意見を頂けたようでありますので，更に先へ進ませて

いただきまして，最後の第４のところ，第１フェーズに関するその他の論点というところに

進ませていただきます。ここは特段，資料の御用意があるところではありませんので，もし

更にこういった点について取り上げるべきでないかといったような御提案がありましたら，

是非御発言を頂ければと思います。 

  斉藤委員，お願いいたします。 

○斉藤委員 斉藤です。論点として考えられるものということで発言しますと，一つは本人確

認の方法の問題です。これはＯＤＲに限らず，通常のＡＤＲでも論点になる問題だと思いま

す。特に，ＯＤＲでは、当事者と距離的に離れていて，じかに顔を合わせることがないわけ

で，そういうときに画面上での本人確認をどうしたらいいのかという問題点があると思いま

す。ただ，これはＡＤＲ一般の問題だから，特に取り上げる重要性は低いという意見があっ

てもおかしくはないとも思いますけれども，これが一つです。 

  あともう一つは，和解契約書の作成において署名，押印が今まで当たり前だったんですけ

れども，ＯＤＲの進展に伴って，その署名，押印の部分をどうするんだという，それをしな

くても済むような和解契約書の締結方法があるか，ないか，あるいは，そこはやはり従来型

の署名，押印が必要だとすべきなのか，多分そうはならないような気がしますけれども，そ

の点も一つの論点としてあり得るかなと思っていました。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。本人確認の方法，それから和解契約書の在り方，

特に署名，押印の問題について御指摘いただきましたけれども，何かこれについて事務局か

ら御発言ありますでしょうか。 

○豊澤部付 まず，本人確認の問題ですけれども，今回の資料の１ページ目の下のところに，

次回以降に検討することを予定している論点ということで，真ん中の○のところで，チャッ
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ト方式など非対面で実施されるＯＤＲにおける本人確認の在り方についてというところで，

本人確認に触れさせていただいております。こちらを考えた趣旨というのは，現状，対面手

続では運転免許証などを使って本人確認をされていることが多いものと推測しているのです

が，ウェブ会議の手続であってもそこは大きく異ならないのではないかと考えられるのに対

し，チャット方式の場合は根本的に本人確認の質が違うのではないかという考えから，第２

フェーズの論点に入れさせていただいているというところです。もちろんＡＤＲ一般の問題，

あるいは第１フェーズの問題としても本人確認について，議論することがあり得るとは思っ

ております。 

  それから，和解契約書と署名と押印については，現行法上，必ずしも和解契約を書面でし

なくてもよいという規律になっていて，各ＡＤＲ機関の自由に委ねられているということに

はなっていようと思います。もっとも，現実にはかなりのＡＤＲ機関がこれまで署名，押印

等で和解合意書を作成されていたのではないかなとは思っておりますので，この点について

も議論することが考えられるというふうに考えております。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。第１の点については，後ほど議論が予定されてい

るテーマで，そこで改めてということで，和解契約書に関しても，更に整理が考えられると

いうお話だったかと思いますけれども。ありがとうございます。 

  そうしましたら，ほかにさらに御発言。小澤委員，お願いいたします。 

○小澤委員 ありがとうございます。まず，オンライン上で完結することを想定するＡＤＲ機

関を想定した場合に，通知だけではなくメールで手続相談とか争点整理を希望する当事者が

出てくると思うのですけれども，そういったやり取りについてどこまで許されるのかという

論点もあると思っています。これが一つ目です。 

  二つ目は斉藤先生と重複しますが，合意後の調印について，当事者が希望すれば書面化し，

郵送せず，電子署名で，今はやりのクラウド型の電子署名などを利用することも考えられま

すが，その是非であります。 

  ３点目は，その記録について，全て電子記録のみで保存することをどう考えるかというこ

とがあると思います。 

  以上，３点です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。３点御指摘いただきまして，１点目は，メールで

の当事者からの手続相談への対応ですとか，あるいは争点整理をメールで行うということに

ついてどうかということで，これは本日の議題の中で申しますと，電子メールで主張等を提

出したりするという部分が若干関係するところかなと思われますけれども，これに対して手

続実施者の側からも様々な連絡を，これもメール上で行ったりするということで，第１の１

の問題と２の問題，あるいは３でしょうか，このあたりが複合的に組み合わさるという話に

なるのかもしれませんが，そういったものについて更に整理が必要ではないかということか

と思います。また，２点目は，これは斉藤委員の２点目と重なるところがあるかと思われま

すけれども，和解の合意書における電子署名等について，どうかというお話，それから，記

録の電子化という点が３点目ということですが，事務局からこれらについて何かコメント等

ございますでしょうか。 

○豊澤部付 １点目につきまして，メールによって期日をやるということも，これは法のガイ

ドラインの例示としてあるところではございますので，ＡＤＲ機関の在り方として，メール
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によって争点整理を行うということはあり得るものと考えております。電子契約については，

斉藤先生の御見解と同じかと思います。最後が電子的な記録の保存の問題，これも資料１の

１ページ目の下のところの参考，次回以降に検討することを予定している論点というところ

の１個目の○のところでございまして，電磁的記録の形式で手続実施記録等を適切に保存す

る措置の在り方ということで，次回以降に検討しなければいけないテーマであると認識して

おります。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。フェーズ１，フェーズ２と分けておりますけれど

も，内容的には連続しているところもありますので，いずれにおいても問題になるところは

重なりがあるということがあるかと思いますけれども。どうもありがとうございました。 

  さらに御発言ございますでしょうか。 

  上田委員，お願いいたします。 

○上田委員 ありがとうございます。１１条２項のところで関連しなくもなかったのですけれ

ども，今発言させていただきます。これも第２フェーズ以降で問題になるかもしれませんが，

第１フェーズも無関係ではないという理解で，ちょっと理解が間違っているかもしれないの

ですけれども，法１４条の３号との関係で意見を申し上げます。 

  標準的な手続の進行に関する説明の条文ですけれども，今後様々なＯＤＲが出現して，そ

の手続形態も多様化することを予想しますと，例えば，今後は手続において当事者が採り得

る行為選択肢について偏りなく全て説明することであるとか，あるいは，もしＡＤＲ機関，

ＯＤＲ機関が特定の行為選択肢を推奨する場合には，その推奨しているという事実やその理

由を説明するということも求められるべきなのかなと考えております。ＡＤＲ，ＯＤＲの機

関が紛争行動に対していわゆる行為選択肢のデフォルト値を決めるということの適切さであ

るとか，選択肢に重み付けをする際に衡量すべき事項については，まだ十分に議論が成熟し

ているとはいえないと思いますが，抽象的な形でもそこに規範的な議論をすべき課題がある

ということは，少なくとも検討の俎上にのせていいのではないかと考えております。 

  加えて，どの行為も手続上，選択可能な状態にするであるとか，当事者のいかなる選択に

対しても当事者の自己決定を制限するような不利益を課さないなどの規範的な問題もあるか

と思いますが，これはもう１４条の議論からはみ出してしまいますし，私もあまり十分に考

えてしゃべっているわけではないので，こちらは気付きという限度にとどめたいと思います。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。なかなか難しい問題ですけれども，アーキテクチ

ャーとかナッジの問題なんかも背景にある，そういう問題意識からの御発言を頂いたかと思

いますけれども，様々な行為の選択肢，これは手続上のものもあるでしょうし，その解決内

容の選択についてもあるかもしれませんけれども，それについての説明ということについて

も注意を向ける必要があるのではないかという御示唆を頂いたかと思います。どうもありが

とうございます。 

  今の点について，何か事務局からありますでしょうか。 

○豊澤部付 そうですね，非常に難しい問題かなと思います。現状は説明する内容について，

事細かに規程類に書いているわけではないというのが実情でございまして，実際に各ＡＤＲ

機関がどこまで，どのくらいどのように説明されているのかというところが，審査監督課と

して明確に把握しているわけではないという現状もございます。そういった意味で，その説



-25- 

明の在り方についても議論のところはあり得るのかなというふうに思っております。 

  上田先生の問題意識と別の観点から用意しているものではございますけれども，資料１ペ

ージの参考の，次回以降に検討することを予定している論点において，これも下の○で，こ

れは第２フェーズにおける説明義務の在り方というところでございまして，そういった問題

もあるということをちょっと踏まえて，今後検討したいと思います。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  それでは，山田委員，お願いいたします。 

○山田委員 何度も申し訳ありません。少し異なるフェーズの話でございまして，この検討会

でお話しすることがいいのかどうか分からないのですが，先ほど来，このＯＤＲへの変更と

いいましょうか，ＩＴ化のための手続の変更のために変更認証をしているというお話がござ

いました。これは法１２条の観点かと思います。ただ，これは申請のために１件当たり６万

６００円必要だということで，ＡＤＲ機関にとっては必ずしも軽くはない金額と思われます。

他方で，これに関するガイドラインを拝見しますと，紛争の当事者の負担の増加その他の不

利益を及ぼすことがないものというふうに記載されておりまして，例えばＯＤＲに全面的に

変更するということであれば，確かに紛争の当事者の負担の増加等を及ぼす可能性があるか

もしれないけれども，例えば選択肢としてオンラインやｅメールも使うことができますとい

う程度でも変更認証というふうに当たるのかどうか，仮に当たるとすると，せっかくＩＴを

使おうという意欲をそぐおそれがないだろうかということが若干，懸念されるところでござ

いまして，このあたり，事務局の御見解を伺うということになるのかもしれませんけれども，

少し御検討いただけると有り難いなと思います。 

  以上です。 

○垣内座長 ＯＤＲを実施する際に，どういう場合であれば変更認証が本当に必要なのかとい

う点について，必ずしも必要でない場合もあるのではないかという御指摘を頂いたかと思い

ますけれども，事務局から何かこの点について，ありますでしょうか。 

○豊澤部付 御指摘のとおり，法１２条では法務省令で定める軽微な変更については届出で足

りるという整理をしておりまして，施行規則の１０条３号で，知識又は能力の減少を伴わず，

かつ紛争の当事者の負担の増加その他の不利益を及ぼすことがないものについては，変更の

認証を要しない軽微な変更として届出で足りるという整理がされているところでございます。

これまで審査監督課におきましては，基本的にウェブ会議への変更については変更認証を要

するという整理をしてきたところでございます。ただ，一方で，その整理自体は平成３０年

頃からそういった整理をしているようですけれども，ウェブ会議が一般的になってきたとい

った，世の中の変化も大きくあるところでございまして，本当に変更認証が適切なのか，法

や規則の解釈として，届出で足りると読み込むことができるのかどうかということについて

は，検討に値する論点ではないかと考えております。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  検討に値するのではないかということですけれども，あるいはほかの委員の先生方で今の

点についての御意見がおありでしたら，伺えればと思いますが，いかがでしょうか。今日の

段階では特にはございませんでしょうか。 

  ＡＤＲ機関側の負担も重いということがありますし，また，今御指摘もありましたように，

２年前には想像もできなかったような形で社会一般にオンライン技術が普及しているという，
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私のようなＩＴ音痴だった人間がオンラインで授業をしたりしているというような御時世で

ありますので，そうした変化への対応ということも重要なことかもしれません。 

  それでは，その点については承りましたので，さらに御発言がないようでしたら，ほぼ時

間が来ておりますけれども，よろしいでしょうか。ほかに御意見はございますでしょうか。

大丈夫でしょうか。 

  そういたしましたら，本日も大変様々な角度から活発な御意見を頂戴いたしまして，今後

の検討にとって非常に有益な御示唆を頂けたのではないかというように思います。まだまだ

御意見等，あるいはおありかとも思いますけれども，時間が来ておりますので，本日の議論

についてはここまでとさせていただければと思います。 

  それでは，事務局から今後の日程等について御説明いただきたいと思います。お願いしま

す。 

○渡邊参事官 次回，第９回の会議は５月２１日金曜日の午前１０時から正午まで，場所は本

日と同じ法務省赤れんが棟３階の第五教室を予定しております。引き続きウェブでの参加も

お待ちしておりますので，御協力のほどをよろしくお願いいたします。詳細はまた追って事

務局の方から御連絡を差し上げたいと思います。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございました。 

  それでは，本日の会議はこれで終了いたします。 

  本日も誠にありがとうございました。委員の先生方，また御関係の皆様には，よい連休を

お過ごしください。それでは，本日は以上にいたします。次回もまたよろしくお願いいたし

ます。 

－了－ 

 


